
日本海溝海底地震津波観測網の観測点数について
【地震・津波観測の観点】

→ 現在まで津波による被害をもたらした地震はＭ７クラス以上であり、この震源域を、漏らすことなく捉えるため、東西
30km程度、南北40ｋｍ程度の間隔で、観測点を配置することが必要である（下図）。

宇津(2001)によると、
断層面積をS
マグニチュードをM
として、以下の式で近似できる。
logS(km2) = M - 4.0

●M7.0の場合、震源域は
1000km2ほど。

500km以上の海岸線に顕著な被害30m以上４

400ｋｍ以上の海岸線に顕著な被害10～20m程度３

若干の内陸までの被害や人的被害4～6m程度２

被害程度津波の高さ津波規模

今村・藤田の津波規模

顕著な津波を起こしたことが分かっている地震（理科年表より）

●震源域は、プレートの沈
み込みの等深線に沿っ
て分布する傾向があるの
で、東西30km程度、南
北40km程度で観測点を

配置する必要がある。

地震名
（特定の名前が付いている場合）

震源／被災地域
発生年
（西暦）

今村・藤田
の津波規模 現在まで

大きな津
波被害を
もたらして
きた地震
はマグニ
チュード
7.0程度

以上

【地殻変動観測の観点】
→ 海流等、海水の各種変動の影響を取り除き、年間1cmオーダーの海底地殻変動を監視するためには、30km間隔程度

が必要である。（文部科学省委託事業：東海・東南海・南海地震の連動性評価研究プロジェクトの成果による）
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被害を及ぼす地震・津波や地殻変動観測を精度高く観測する観点から、観測点を30km
～50kmメッシュで配置することが適当である。

被害を及ぼす地震・津波や地殻変動観測を精度高く観測する観点から、観測点を30km
～50kmメッシュで配置することが適当である。



日本海溝海底観測網に海底GPS機能を付加できない理由

海底GPS技術の原理

GPS測位技術

音響測位技術

100m 30km

日本海溝海底地震津波観測網に適用した場合

○海底GPS技術は、音波の反射を利用して3～4つの海底基準局の位置情報を取得し、海底の地殻変動を観測する技

術である。音波観測の誤差は海水の温度・塩分濃度・海流等に影響されることから、観測距離が近い方が高精度な観
測が可能になるため、海底基準局を約100mの間隔で設置する必要がある。

○日本海溝海底地震津波観測網は、広域に整備するため観測点の間隔を30kmで設置することから、仮に音波送受信

機能を観測点に付加したとしても、観測点間の距離が長くなり、誤差が極めて大きくなるため計測はほぼ不可能である。

基準局間の距離が長くなり、
誤差が極めて大きくなるた
め計測はほぼ不可能
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DONETⅡ（整備中）
（H22～H27）

DONETⅠ（整備済）（H18～H21）

防災科学技術研究所

海洋研究開発機構

実施主体

■Ｈ２３年度第３次補正予算案 ７７億円

（Ｈ２３．１０．２１閣議決定）

■Ｈ２４概算要求 １８８億円

■総額３２４億円

■Ｈ２４概算要求 ６４億円（※）

（※）整備計画（H３１年完成）を前倒ししてH２７年
に完成すべく加速要求

■総額１７７億円（第Ⅰ期と合わせた額）

予算要求の状況

茨城沖～北海道
沖

日本海溝海底地震津波観
測網

紀伊水道・高知
県及び和歌山県

地震・津波観測監視シス
テム（ＤＯＮＥＴ）（第Ⅱ期）
（整備中）

場所観測網

海底地震津波観測網の予算要求状況について

日本海溝海底地震津
波観測網（整備予定）
（H23～H26）

２１２１



【自治体からの要望】
○東北地方太平洋沖地震の発生により、地震津波対策の
重要性が認識されたころであり、北海道周辺の海溝型地
震に係る地震・津波対策の強化や、（中略）防災消防体制
の充実強化が必要である。（北海道要望書）

○本県に、海底地震・津波観測ネットワークシステム等を
国が整備すること（岩手県要望書）

【中央防災会議の動き】
○東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に
関する専門調査会（H23.4~H23.9)

東北地方太平洋沖地震の発生、被害の状況等につい
て分析、今後の対策を検討。

「地震・津波観測体制の充実強化」を「津波被害を軽減
するための対策」として位置づけ。

東北地方太平洋沖で発生する地震・津波対策

【自治体からの要望】
○東海地震に関わる地震予知精度の向上と東南海・南海地震
における地震予知の導入に向けた調査・研究の推進（東海・
東南海・南海地震による超広域災害への備えを強力に進める
９県知事会議（静岡・愛知・三重・和歌山・徳島・高知・愛媛・大
分・宮崎）による政策提言）

○東南海・南海地震の発生時期等の予知体制の確立を目指し
た調査研究及び観測体制の充実強化（愛媛県要望書）

○地震予知体制の確立に向けて、地震予知観測網の整備充
実及び活動メカニズムの解明並びに予知の精度の向上等に
関する調査・研究の推進を図ること（愛知県要望書）

【中央防災会議の動き】
○南海トラフの巨大地震モデル検討会（H23.8～）

過去に南海トラフで発生した地震に係る科学的知見に基づく
調査について防災の観点から整理・分析し、想定すべき最大
クラスの対象地震の設定方針を検討。

東海・東南海・南海地震対策

地震調査研究に関する自治体の要望・防災対策に係る動き
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